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1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期       14,752    23.2       1,979   △18.5       2,125   △14.4

17年 3月期       11,972    19.7       2,427    82.5       2,484   114.5

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期        1,383    △1.0         50.74         49.77    27.2    22.0    14.4

17年 3月期        1,396   157.4         55.37         55.16    48.7    33.5    20.8

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     26,985,299株 17年 3月期     24,989,627株
2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期          10.00－          10.00         275    19.7     4.2

17年 3月期          10.00－          10.00         249    18.1     6.9

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当           2円 00銭－ －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期       10,500       6,581     62.7         238.26

17年 3月期        8,820       3,608     40.9         143.90

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     27,562,685株 17年 3月期     24,983,865株
2.期末自己株式数 18年 3月期         18,678株         16,135株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        7,000         600         350－ － －

通 期       14,500       1,250         700－           8.00          8.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          25円 39銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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(1) 比較貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 
科  目 

前 期 

(平成 17 年３月３１日)

当 期 

(平成 18 年 3 月 31 日) 
比較増減(減少は△)

  

( 資  産  の  部  )     （８,８２０）   （１０,５００）         (１,６８０)

 流 動 資 産      ４,２５２      ４,２６７         １５

現 金 ・ 預 金 ２,９７６ ２,０７５ △ ９０１

海 運 業 未 収 金 ３０１ ３５６ ５５

立 替 金 １４１ １２８ △ １２

貯 蔵 品 １８０ ４８８ ３０７

繰延及び前払費用 ５５ ２３６ １８０

代 理 店 債 権 １４１ ３５５ ２１３

繰 延 税 金 資 産 ２８２ ３６２ ７９

そ の 他 流 動 資 産 １７２ ２６３ ９１

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０

  

 固 定 資 産      ４,５６８      ６,２３３      １,６６４

有 形 固 定 資 産      １,５８４      １,３５０      △ ２３３

船 舶 １,２９８ １,１２３ △ １７４

建 物 ・ 構 築 物 ５１ ８６ ３５

器 具 ・ 備 品 ５０ ４３ △ ７

土 地 １１１ ９７ △ １４

   建 設 仮 勘 定 ７２ － △ ７２

  

無 形 固 定 資 産                 １                １４         １３

電 話 加 入 権 １ １ －

ソ フ ト ウ ェ ア － １３ １３

  

投資その他の資産      ２,９８２      ４,８６８      １,８８５

投 資 有 価 証 券 ２,３１４ ３,５９７ １,２８３

関 係 会 社 株 式 ２１ ２１ －

関係会社長期貸付金 ５００ １,１００ ６００

従業員長期貸付金 １１ ５ △ ５

そ の 他 長 期 資 産 １３５ １４３ ８

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ １ △ ０

  

  

  

資 産 合 計 ８,８２０ １０,５００ １,６８０
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 
科  目 

前 期 

(平成 17 年 3 月 31 日)

当 期 

(平成 18 年 3 月 31 日) 
比較増減(減少は△)

  

(  負 債 の 部  )          (５,２１２)          (３,９１９)      (△ １,２９２)

 流 動 負 債       ２,９２５       ２,５８６      △ ３３８

海 運 業 未 払 金 ７７３ １,１５０ ３７６

短 期 借 入 金 ９３８ ６２５ △ ３１３

未 払 法 人 税 等 ９６６ ３７９ △ ５８７

未 払 費 用 ６ １１ ４

前 受 金 １４３ ２５７ １１３

預 り 金 ２ ６ ４

賞 与 引 当 金 １６ １７ ０

そ の 他 流 動 負 債 ７６ １３７ ６１

  

 固 定 負 債      ２,２８６      １,３３２      △ ９５３

社 債 １,２００ － △ １,２００

長 期 借 入 金 ７０２ ５０７ △ １９５

繰 延 税 金 負 債 ２２１ ６１９ ３９７

退 職 給 付 引 当 金 １３７ １０３ △ ３３

役員退職慰労引当金 － ７６ ７６

特 別 修 繕 引 当 金 １１ １５ ４

そ の 他 固 定 負 債 １３ １０ △ ２

  

 

(  資 本 の 部 )      (３,６０８)      (６,５８１)        (２,９７２)

 資 本 金      １,２５０      １,８５１        ６０１

 資 本 剰 余 金          －         ５９８         ５９８

資 本 準 備 金 － ５９８ ５９８

 利 益 剰 余 金      １,９４０      ３,０６１       １,１２０

利 益 準 備 金 １８０ ３１２ １３１

任 意 積 立 金 １５０ ９３８ ７８８

当 期 未 処 分 利 益 １,６１０ １,８１０ ２００

 その他有価証券評価差額金          ４２１        １,０７５        ６５３

 自 己 株 式               △ ４               △ ５              △ １

  

負 債 ・ 資 本 合 計 ８,８２０ １０,５００ １,６８０
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(2) 比較損益計算書 

                                 （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 
科  目 

前 期 
(自 平成 16 年 4 月 1 日)
(至 平成 17 年 3 月 31 日)

当 期 
(自 平成 17 年 4 月 1 日)
(至 平成 18 年 3 月 31 日)

比較増減 

(減少は△) 

増減(△) 

の百分比 

運 賃 ８,１３８ １０,９６９ ２,８３０ ３４.８

貸 船 料 ３,４９１ ３,４３５ △ ５６ △ １.６

その他海運業収益 ３１８ ３２３ ５ １.６

そ の 他 事 業 収 益 ２３ ２４  ０ ０.９

営 

業 

収 

益 
計 １１,９７２ １４,７５２ ２,７８０ ２３.２

運 航 費 ２,４７９ ４,２７７ １,７９８ ７２.５

船 費 ２６９ ２４３ △ ２６ △ １０.０

借 船 料 ５,８６３ ７,２３５ １,３７２ ２３.４

その他海運業費用 １４６ １８６ ３９ ２７.１

そ の 他 事 業 費 用 １７ ９ △ ８ △ ４７.４

一 般 管 理 費 ７６８ ８２１ ５２ ６.９

営 

 

 

業 

 

 

損 

 

 

益 

営 

業 

費 

用 

計 ９,５４４ １２,７７３ ３,２２８ ３３.８

営 業 利 益 ２,４２７ １,９７９ △ ４４８ △ １８.４

受 取 利 息 １１ ２８ １６ 

受 取 配 当 金 ２５ ４７ ２１ 

為 替 換 算 差 益 ５２ ３０ △ ２１ 

そ の 他 ２３ １０１ ７７ 

営 
業 
外 
収 

益 
計 １１３ ２０７ ９４ ８３.１

支 払 利 息 ２５ １４ △ １０ 

そ の 他 ３０ ４６ １５ 

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 

益 

営
業
外
費
用 計 ５６ ６１ ４ ８.７

経 

 

 

 

 

 

常 

 

 

 

 

 

損 

 

 

 

 

 

益 

経 常 利 益 ２,４８４ ２,１２５ △３５８ △ １４.４

投資有価証券売却益 ２１ １０６ ８４ 

過 年 度 損 益 修 正 益 － ３２ ３２ 

そ の 他 － ７ ７ 

特 
別 
利 

益 計 ２１ １４６ １２４ ５６８.４

投資有価証券売却損 １５ ０ △ １４ 

投 資有価証券評価損 ０ ３６ ３５ 

退職給付会計基準変更時差異償却 ８２ － △ ８２ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 － ７６ ７６ 

減 損 損 失 － １７ １７ 

過 年 度 損 益 修 正 損 ３８ － △ ３８ 

特 

 

別 

 

損 

 

益 

特 

別 

損 

失 

計 １３６ １３０ △ ５ △ ３.８

税 引 前 当 期 純 利 益 ２,３７０ ２,１４１ △ ２２９ 

法人税、住民税及び事業税 １,２０１ ８８８ △ ３１２ 

法 人 税 等 調 整 額 △ ２２７ △ １３０ ９６ 

当 期 純 利 益 １,３９６ １,３８３ △ １３ 

前 期 繰 越 利 益 ２１３ ４２７ － 

当 期 未 処 分 利 益 １,６１０ １,８１０ ２００ 
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(3) 比較利益処分案 

（単位 百万円／端数切捨て） 

            期  別 
 

科  目 

前 期 
(自 平成 16 年 4 月 1 日)
(至 平成 17 年 3 月 31 日)

当 期 
(自 平成 17 年 4 月 1 日) 
(至 平成 18 年 3 月 31 日) 

 当 期 未 処 分 利 益 １,６１０ １,８１０ 

 利 益 処 分 額   

   利 益 準 備 金 １３１ － 

   配 当 金 ２４９ ２７５ 

   役 員 賞 与 １３ １４ 

   任 意 積 立 金   

     別 途 積 立 金 ７８８ ９２６ 

合 計 １,１８２ １,２１５ 

 次 期 繰 越 利 益 ４２７ ５９５ 
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(4) 重要な会計方針 

 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており

ます。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

 

 ② デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 

時価法によっております。 

 

 ③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

               

 ④ 固定資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

その他 ----------- 定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっております。 

 

 ⑤ 繰延資産の処理方法 

 

社債発行費 ----------- 社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

 

⑥ 引当金の計上基準 

 

ａ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ｂ．賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため支給見込額に基づき計上しております。 

ｃ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

ｄ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき算出した当事業年度末における要支給額を計上して

おります。 

ｅ．特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要した費

用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 
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 ⑦ 収益及び費用の計上基準 

 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

 ⑧ リース取引の処理方法 

 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ⑨ ヘッジ会計の方法 

 

ａ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を適用しております。 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 

ヘッジ対象 ----------- 外貨予定取引 

ｃ．ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用してお

り、投機目的のものではありません。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

 

 ⑩ その他財務諸表作成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 

 

 

(5) 会計処理方法の変更 

 

役員退職慰労引当金に係る会計方針 

従来、役員退職慰労金については支出時の費用として処理しておりましたが、当事業年度より内規に基づ

き算出した要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。 

この変更は役員の在任期間に対応した合理的な費用配分を行うことにより、期間損益の適性化及び財務内

容の健全化を目的としております。これにより従来の方法によった場合に比べ、税引前当期純利益は７６百

万円減少しております。 

なお、役員退職慰労金に係る内規を当下期に整備したため、当該会計処理の変更を当下期より行うことと

なりました。これにより当中間期は従来の方法によっております。従って、当中間期は変更後の方法によっ

た場合に比べて、税引前中間純利益が６２百万円多く計上されております。 

 

固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は１

７百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき、各資産の金額から直接控除してお

ります。 
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(6) 注記事項 

 

 ① 貸借対照表関係 

 

 前事業年度 
（平成 17 年 3 月 31 日現在）

当事業年度 
（平成 18 年 3 月 31 日現在）

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １,８７９ 百万円 ２,０９９ 百万円

ｂ．担保に供している資産 

船舶  １,０６７ 百万円  ９５０ 百万円

ｃ．保証債務等 

連帯債務のうち他の連帯債務者負担額  － 百万円 － 百万円

  保証予約  ６,９３９ 百万円 ７,０２１ 百万円

 

 当事業年度の発行済株式数の増加 

発行年月日 発行形態 発行株式数(株) 発行価格 資本組入額 

平成17年4月1日 
～平成17年4月30日 

新株予約権付社債
の権利行使 

２８９,２９６ ５１８円５０銭 ７５ 百万円

平成17年5月1日 
～平成17年5月31日 

〃 ２８９,２９６ ５１８円５０銭 ７５ 百万円

平成17年6月1日 
～平成17年6月30日 

〃 ９７２,５５２ ４６２円７０銭 ２２５ 百万円

平成17年8月1日 
～平成17年8月10日 

〃 １,０３０,２１９ ４３６円８０銭 ２２５ 百万円

 

② 損益計算書関係 
 

 前事業年度 
(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日)

当事業年度 
(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

ａ．一般管理費の主な費目 

  役員報酬 １２３ 百万円  １２４ 百万円

  従業員給与 １６７  〃 １８９  〃 

  福利厚生費 ６３  〃 ７５  〃 

  旅費交通費 ４７  〃 ５９  〃 

  資産維持費 ３０  〃 ５３  〃 

  雑費 ５９  〃 ７３  〃 

賞与引当金繰入額 １５  〃 １６  〃 

退職給付引当金繰入額 ８  〃 ５  〃 

減価償却費 ９  〃 ２７  〃 

ｂ．上記を除く引当金繰入額の内容及び金額

 海運業費用の内 

  賞与引当金繰入額 １ 百万円 １ 百万円

  退職給付引当金繰入額 ４１  〃 １  〃 

  特別修繕引当金繰入額 ４  〃 ４  〃 

ｃ．減価償却実施額 ２００ 百万円 ２１９ 百万円
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 減損損失 

前事業年度 
(平成 16 年 4月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

当事業年度 
(平成17年4月1日～平成18年3月31日) 

―――― 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 特別損失 

神戸市西区 賃貸住宅 建物及び土地 １７百万円

当社は、原則として管理会計上の区分である事業の種類別

（海運事業･不動産賃貸事業）にグルーピングを行い、さらに

不動産賃貸事業については個別物件ごとにグルーピングを行

っております。  

 賃貸不動産に係る賃料水準の低迷と、地価の継続的な下落

により、収益性が著しく低下した上記賃貸不動産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。 

内訳は、建物３百万円、土地１４百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを１.５％で割り引いて

算定しております。 

 

③ リース取引 

 

 前事業年度 
(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日)

当事業年度 
(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

 １年内 － 百万円  １ 百万円

 １年超 －  〃  ５  〃 

 合 計 － 百万円  ６ 百万円

 

④ 有価証券 

 

前事業年度および当事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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 ⑤ 税効果会計関係 

 

  ａ．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                  

 前事業年度 
（平成17年3月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年3月31日現在） 

繰延税金資産 

 未払事業税 ６９ 百万円 － 百万円

 賞与引当金限度超過額 ６  〃 ７  〃 

 特定海外子会社の課税留保金 ２０５  〃 ４０４  〃 

退職給付引当金限度超過額 ５４  〃 ４２  〃 

役員退職慰労引当金 －  〃 ３１  〃 

 減価償却費限度超過額 １１  〃 ２０  〃 

 投資有価証券評価損     ０  〃 １５  〃 

 減損損失     －  〃 ７  〃 

 その他 １  〃 ３  〃 

小計 ３５０ 百万円 ５３１ 百万円

評価性引当額 －  〃 －  〃 

繰延税金資産合計 ３５０ 百万円 ５３１ 百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 ２８９ 百万円 ７３８ 百万円

 その他 － 百万円 ５０ 百万円

繰延税金負債合計 ２８９ 百万円 ７８８ 百万円

繰延税金負債の純額 － 百万円 ２５６ 百万円

繰延税金資産の純額 ６１ 百万円 － 百万円

 

ｂ．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

前事業年度 
（平成17年3月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年3月31日現在） 

法定実効税率 ４０.７％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 ０.７％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ ０.３〃

 市県都民税／均等割 ０.０〃

 控除税額 △ ６.６〃

 その他 ０.９〃

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の１００分の５

以下であるため、記載を省略しております。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ３５.４％
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⑥ １株当たり情報 

 

  
前事業年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3 月 31 日)
当事業年度 

(平成 17 年４月１日～平成 18 年 3 月 31 日)

１株当たり純資産額 １４３円９０銭 ２３８円２６銭

１株当たり当期純利益金額 ５５円３７銭 ５０円７４銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ５５円１６銭 ４９円７７銭

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  
前事業年度 

(平成 16 年４月１日～平成 17 年 3 月 31 日)
当事業年度 

(平成 17 年４月１日～平成 18 年 3 月 31 日)

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 １,３９６ 百万円 １,３８３ 百万円

普通株主に帰属しない金額 １３ 百万円 １４ 百万円

（うち利益処分による役員賞与金） (１３  〃 ) (１４  〃 )

普通株式に係る当期純利益 １,３８３ 百万円 １,３６９ 百万円

期中平均株式数 ２４,９８９ 千株 ２６,９８５ 千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額 － 百万円 － 百万円

普通株式増加数 ９５ 千株 ５２６ 千株

（うち転換社債型新株予約権付社債） (９５ 〃 ) (５２６ 〃 )

 

 

(7) 役員の異動 

 

新任監査役候補   

   

常勤監査役 能勢 洋光  

   

退任予定監査役   

   

常勤監査役 岡本 秀徳  

   

就退任予定日   

   

 平成18年6月29日   

  




